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生活排水ベストプラン
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表紙の写真は、茨城県HP「いばらきフォトダウンロード」等に掲載されている写真です。
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①施設の特徴

対象とする生活排水

②水質保全効果

高度処理への対応

③経済性

④標準的な償却年数

⑤供用開始時期

項 目 下 水 道 農業集落排水施設 合併処理浄化槽

大規模集中型集合処理方式
・管渠により汚水を収集し、
処理場で一括処理

・市街地全体の多種多様な
（家庭、学校、事業所、工
場）排水

安定した処理水質を確保
（地方公共団体が維持管理）

霞ヶ浦流域等の処理場で実
績あり

・市街地区域など人口密度
の高い区域では、汚水処
理にスケールメリットが
働き、経済効率が良い。

・耐用年数が長い。

処理場33年　管渠72年

通常5～20年程度

事業規模が大きいため、末
端部において供用開始が
遅れる。

小規模分散型集合処理方式
・管渠により汚水を収集し、
　処理場で一括処理

・主に農業集落の家庭排水

安定した処理水質を確保
（地方公共団体などが維持管理）

霞ヶ浦流域等の処理場で実
績あり

・家屋の密集した集落で
は、汚水処理にスケール
メリットが働き、経済効率
が良い。

・耐用年数が長い。

処理場33年　管渠72年

通常5～6年程度

比較的早期に供用開始が
望める。

個別処理方式
・各家庭の敷地に浄化槽を
　設置し、排水を個別処理

・主に各家庭の排水

公共浄化槽（市町村設置型）
では、市町村が維持管理
個人設置型では、個人が維
持管理

霞ヶ浦流域：高度処理型浄
化槽の設置を義務化
涸沼・牛久沼流域：補助に
より設置を促進

・家屋の散在した集落で
は、長い管渠を敷設する
必要がある集合処理より
も、経済効率が良い。

・耐用年数が短い。

32年

通常1週間～10日程度

すぐに汚水処理の効果が
望める。

（機械濃縮）

事務所 工場 一般家庭

一般家庭

水処理施設

汚泥処理施設

バキューム車 し尿処理施設

合併処理浄化槽

下 水 道

管渠で汚水を収集して、処理場で一括処理し河川
等に放流。汚泥も合わせて処理。

各家庭の浄化槽で処理し水路等に放流。汚泥は別
途処理が必要。

■コスト比較の概念図

一
人
当
た
り
の
コ
ス
ト

（
建
設
費+

維
持
管
理
費
） 

個別処理

集合処理

密集度

人家のまばらな
区域は個別処理
が経済的

人口が密集した
区域は集合処理
が経済的

均衡点

コスト比較では

建設費と維持管理費の

トータルで考える

ことが必要



人口減少に伴う使用料収入の減少、施設の稼働率・運転効率の悪化等により、
経営状況が悪化
（令和 2年度時点で経費回収率が 100％未満（赤字）の市町村は、下水道は約 7割、農業集落排水施設は全市町村）

広い可住地（全国第 4位）に約 280 箇所の汚水処理施設が点在
施設の老朽化により、維持管理費が増大
（平成 30年時点で供用開始から15年（機械設備の耐用年数）が経過する施設は約 7割）

職員数の減少により、事業運営及び危機管理体制が脆弱化
（平成 27～ 30 年の 4年間で、市町村の汚水処理事業担当職員は約 4％減少（▲25人））

カネ 
使用料減少

モノ 
施設老朽化

ヒト 
職員減少

本県では、県の管理する流域下水道等が 8 箇所、市町村等の管理する公共下水道が 23 市町村

等34箇所、農業集落排水施設が32市町村197箇所、漁業集落排水施設が1市1箇所、コミュニティ・

プラントが 3 市 9 箇所で供用されており、合併処理浄化槽は、県内全ての市町村で設置が進められ

ています。

また、令和 2 年度末における汚水処理人口は

約249万人、汚水処理人口普及率は86.0％（全

国順位：31 位）であり、さらなる整備が必要と

されています。

本県の汚水処理事業の課題は、「ヒト（職員減少）」、「モノ（施設老朽化）」、「カネ（使用料減少）」

に大きく分類できます。

汚水処理事業の実施状況（令和 2 年度末）

流域下水道

施設区分 管理者 処理場数
汚水処理
人口
（人）

汚水処理
人口普及率
（％）

県 7箇所

特定公共下水道 県 1箇所
1,843,114 63.5

公共下水道 20 市町村
3組合

34 箇所

農業集落排水施設 32 市町村 197 箇所
155,482 5.4

漁業集落排水施設 1 市 1 箇所

コミュニティ・プラント 3 市 9 箇所 8,864 0.3

合併処理浄化槽 44 市町村

※1　四捨五入をしているため、各汚水処理施設の普及率合計と合わないも

のがあります。

― 485,774 16.7

し尿処理施設 14 市町
10 組合

30 箇所 ― ―

合　　計 ― 279 箇所 2,493,234 86.0※1

汚水処理施設（処理場）の分布状況

農（漁）業集落排水施設

し尿処理施設

公共下水道

流域下水道
特定公共下水道

流域下水道・
特定公共下水道の幹線

コミュニティ・プラント

汚
水
処
理
施
設

整備状況

現状と課題
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下水道 農（漁）業集落排水施設 コミュニティ・プラント 合併処理浄化槽 未整備

（％）

年　度

現 状 整備完了中期計画 長期計画

維持管理主体

63.5%

16.7%

5.4%
4.3%

2.9%0.3%

14.0%
17.8%

16.9%6.6%

71.1%
80.1%

0.2%

0.1%
汚水処理人口普及率 86.0% 93.4% 100％

目標年次

将来人口



集合処理

汚水処理人口合計

全県人口

下水道

集合処理 計

農（漁）業集落排水施設

コミュニティ・プラント

合併処理浄化槽

区 分

現 況
（令和2年度末）

整備人口
（人）

普及率
（％）

整備人口
（人）

普及率
（％）

整備人口
（人）

普及率
（％）

中 期 計 画
（令和14年度）

長 期 計 画
（整備完了時）

1,843,114

155,482

8,864

2,007,460

485,774

2,493,234

2,900,321

63.5%

5.4%

0.3%

69.2%

16.7%

86.0%

 ー

1,938,058

115,911

6,338

2,060,307

485,937

2,546,244

2,727,090

71.1%

4.3%

0.2%

75.5%

17.8%

93.4%

 ー

2,023,910

73,320

1,465

2,098,695

427,126

2,525,821

2,525,821

80.1%

2.9%

0.1%

83.1%

16.9%

100.0%

 ー

整備人口と普及率の年度別・事業種別目標

事業種別毎の整備計画



長期的な運営管理計画（広域化・共同化計画）

人口減少や施設の維持管理費の増大に対応し、県と市町村等が協働して持続可能な汚水処理事

業運営を目指すため、「広域化・共同化計画」を策定し、事業の効率化を図ります。

計画では、広域的な連携メニューについて、短期・中期・長期の時間軸に区分し、各段階におけ

る具体的な取組内容をハードとソフトに分けて定めています。

汚水処理施設の処理場数の推移

改築更新費

汚水処理施設の統廃合イメージ

汚水処理施設の統廃合によるコスト縮減効果（試算）

○ハードメニュー

下水道を核とした汚水処理施設の統廃合を積極的に進め、農業集落排水施設等の処理場数を今

後 30 年間で約 3 割削減することを目指しています。これにより、施設の維持管理費用の削減や施

設稼働率の向上等を図ります。

・汚水処理施設の統廃合によるトータルコスト（建設費、改築更新費、維持管理費）を試算。

・統廃合を行う市町村管理施設は、今後30年間で約510億円のコスト縮減が期待される。

下水道 農（漁）業集落排水施設 し尿処理施設等

2052（R34）
〔長期計画〕

2032（R14）
〔中期計画〕

2027（R9）
〔短期計画〕

2022（R4）
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180

維持管理費

統合しない

4,000

3,000

2,000

1,000

（億円 /30 年）

約 290 億円
縮減

2,510

統合する

2,220

農業集落排水施設
（市町村管理）

下水道
流域下水道（県管理）または
公共下水道（市町村・組合管理）

農業集落排水施設
（市町村管理）

し尿処理施設
（市町村・組合管理）

統合

接続管渠

統
合

接
続
管
渠

統合

接続管渠

○ソフトメニュー

災害時対応・人材育成の共同化、計画策定業務や維持管理業務等の共同発注、下水道台帳のデ

ジタル化等の様々な取組を進め、災害時対応力の強化、様々な費用の削減、職員の事務負担軽減

等を図ります。



進行管理

改定ベストプランの計画内容を着実に実施するため、県と市町村等で構成する検討会を定期的に

開催し、進捗の評価、課題の抽出、取組が遅れている市町村に対する技術的支援やフォローアップ

を行います。

また、人口減少等の社会経済情勢の変化などに対応するため、概ね 5 年を目途にベストプランの

内容を点検し、必要に応じて見直しを行っていきます。

広域化・共同化計画（概要）

ハ
ー
ド
メ
ニ
ュ
ー

ソ
フ
ト
メ
ニ
ュ
ー

汚水処理施設の
統廃合

汚泥処理の共同化

災害時対応の
共同化

下水道と下水道の統合

し尿処理施設等の
下水道等への統合

農業集落排水施設の
下水道への統合

農業集落排水施設と
農業集落排水施設の統合

汚水等の相互受入

応急復旧資機材の
相互融通等

人材育成の共同化
勉強会・講習会の
共同開催

計画策定の共同化
全体・事業計画等の
共同発注

維持管理の共同化

水質検査や管渠の点検・
調査等の共同発注

下水道台帳の
デジタル化・共同化

事務の共同化
排水設備工事業者登録等
の共同化

広域的な連携メニュー 短期
（令和 5～ 9年度）

中期
（令和 10 ～ 14 年度）

長期
（令和 15 ～ 34 年度）

取組時期

・各施設の統廃合予定時期に合わせて各種検討や協議、工事等を実施

521（部分統合）

45169

67―

533

11―

・実施内容（役割分担、共同化
の範囲の設定等）検討

・協定締結

・応急復旧資機材の相互融通実施

・汚水等の相互受入実施

・現在実施中の勉強会・講習会
の内容検討（再構成）

・勉強会等の継続実施

・合意形成

・共同発注の実施

・参加団体の調整

・共同発注の内容（仕様書、発
注範囲の設定等）やスキーム
の検討

・合意形成

・共同発注の実施

・参加団体の調整

・共同発注の内容（仕様書、発
注範囲の設定等）やスキーム
の検討

・参加団体の調整

・共通 PF（プラットフォーム）の
メリットや費用等の検証

・共通 PF への参加検討

・合意形成

・共同化の実施

・参加団体の調整

・共同化の内容（協定の内容、
適用範囲の設定等）やスキー
ムの検討



農（漁）業集落排水施設　5.4％

コミュニティ・プラント　0.3％

合併処理浄化槽　16.7%
未整備

14.0%

下水道

63.5%

基準年普及率（令和2年・茨城県全域）





中期計画普及率（令和14年・茨城県全域）

農（漁）業集落排水施設　4.3％

コミュニティ・プラント　0.2％

合併処理浄化槽　17.8%
未整備

6.6%

下水道

71.1%





長期計画普及率（整備完了時・茨城県全域）

農（漁）業集落排水施設　2.9％

コミュニティ・プラント　0.1％

合併処理浄化槽　16.9%

下水道

80.1%





生活排水ベストプラン
（第 4回改定）

計 画 図

案内図

個別処理　合併処理浄化槽

「測量法に基づく国土地理院長承認（複製）R 4JHF 248」

「本製品を複製する場合には、国土地理院の長の承認を得なければならない。」



案内図

個別処理　合併処理浄化槽

「測量法に基づく国土地理院長承認（複製）R 4JHF 248」

「本製品を複製する場合には、国土地理院の長の承認を得なければならない。」



汚水処理施設の計画を定め、施設整備や維持

管理に取り組みます。また、住民に対して、生

活排水処理への理解を求めながら適切な維持

管理に努めます。

・ 市町村が行う汚水処理施設の整備推進と適切

な維持管理

・ 下水道や農（漁）業集落排水施設への接続の

ための支援と啓発活動

・ 合併処理浄化槽の設置に対する支援

・ 生活排水処理に対する住民への啓発活動

適切な施設整備や維持管理に努めます。また、

森林湖沼環境税などを活用して、県民の接続

費用等の負担軽減を図ります。

・ 県が行う下水道の整備推進と適切な維持管理

・ 市町村が行う下水道や農（漁）業集落排水施

設の整備に対する支援

・ 森林湖沼環境税を活用した下水道や農（漁）業

集落排水施設への接続のための支援と啓発活動

・ 森林湖沼環境税を活用した高度処理型浄化槽

の設置などに対する支援

・ 生活排水処理に対する住民への啓発活動

県・市町村と共通の目的を持ち「たれ流しゼロ」を目指す

取り組みを行います。

・ 下水道や農（漁）業集落排水施設への接続

・ 合併処理浄化槽の設置と適切な維持管理

・ 窒素、りんが除去できる高度処理型浄化槽の設置

（霞ヶ浦流域においては、設置が義務づけられています。）

・ 調理くず、食用廃油等の流出防止、洗剤の適正使用

県民、市町村、県が、生活排水処理のそれぞれの役割を

果たしてはじめて水質浄化につながります。

湖沼、河川の水質浄化湖沼、河川の水質浄化



お問い合わせ

第4回改定
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